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ウクライナ デジタルガバンメント戦略 5月  

 

1. 背景  

・基本データ： 

ウクライナ（ウクライナ語: Україна、[ʊkrɐˈjinɐ] (  音声ファイル)、Ukraine[1]）は、東ヨ

ーロッパに位置する共和制国家。首都はキーウ(キエフ)。陸上国境を接する隣国として

は、東はロシア連邦、北はベラルーシ、西はポーランド、スロバキア、ハンガリー、西南

はルーマニア、モルドバがある。南は黒海に面し（クリミア半島北東側はアゾフ海）、トル

コなどと向かい合う。 

国土： 面積 60万 3,700平方キロメートル（日本の約 1.6倍） 

人口： 4,159万人（ロシア実効支配下のクリミアを除く）（2021年：ウクライナ国家統計局） 

ヨーロッパで 7番目に人口の多い国である。 

2022 年ロシアによるウクライナ侵攻で 500 万人以上の難民が国外に逃れ、その他にも

700 万人を超える国内避難民と、多数の戦闘・虐殺犠牲者が出ている（同年 4 月時点）
[4]。 

一人当たり名目ＧＤＰ： 3,725 ドル（2020年：世銀）（日本：40,146 ドル（2020年） 

GDP（名目）： 155.5（10億ドル）（2020年）（日本：5,057.8（１０億ドル）（2020年） 

国連の世界幸福度ランキング 2021 年版： 110位 （149 ヶ国中） 

E-Government Development Index（EGDI２０20年）：69位 （193 ヶ国中） 

 

2.戦略 1.デジタルガバンメント体制づくり  

紙の行政システムをデジタルの行政システムにする（デジタル化）。 

Digital Government Factsheet 2019  Ukraine 2022.5.18 

Digital Agenda for Ukraine（ウクライナのデジタル化） 

2018年、ウクライナ政府は、新しい Digital Agenda for Ukraine を発表し、将来へのデジ

タル化の土台を築きました。これは、ウクライナの政府と経済発展の戦略的方向性を示

す主要な戦略文書であります。ウクライナのデジタル化は、以下の 7 つの主要な柱で

構成されています。 

1. 電気通信と ICTインフラ 

2. デジタルスキル 

3.    eMarket 

4. デジタルガバナンス 

5. イノベーションと研究開発 

6. 信頼とサイバーセキュリティ 

7. ICTがもたらす社会・経済への恩恵。 

2018 年 1 月 17 日、政府は「デジタル経済・社会発展のコンセプト」とその行動計画を採

択しました。この文書の目的は、「ウクライナのデジタル化」構想の実施であります。こ

れにより、経済や投資の促進、競争の改善、市民へのデジタルソリューションの提供、

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A%E8%AA%9E
https://en.wikipedia.org/wiki/WP:IPA_for_Ukrainian
https://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/b/be/Uk-%D0%A3%D0%BA%D1%80%D0%B0%D1%97%D0%BD%D0%B0_%282%29.oga
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A#cite_note-MOFA-1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A#cite_note-4
https://happiness-report.s3.amazonaws.com/2021/WHR+21.pdf
https://joinup.ec.europa.eu/sites/default/files/inline-files/Digital_Government_Factsheets_Ukraine_2019.pdf
http://www.e-ukraine.org.ua/media/Lviv_Minich_2.pdf
https://joinup.ec.europa.eu/sites/default/files/inline-files/Digital_Government_Factsheets_Ukraine_2019.pdf
https://zakon.rada.gov.ua/laws/show/37-2019-%D1%80#Text
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Uk-%D0%A3%D0%BA%D1%80%D0%B0%D1%97%D0%BD%D0%B0_(2).oga
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人的資本の新たな機会の創出、新たなデジタルビジネスの開発などが期待されます。

そして、欧州のデジタル化やデジタル単一市場といったイニシアティブと足並みを揃え

ています。 

2019 年 1 月 30 日、政府は「2019 年～2020 年における e サービス整備構想の実施に

向けた行動計画」を採択しました。この文書には、国民と企業のための行政サービス提

供の質を向上させるためのアクションが詳述されています。この行動計画は、欧州の要

件に準拠しています。 

アクションプランの主な優先事項の中には、次のようなものがあります。 

有効性、効率性、透明性、アクセス性、説明責任の原則に基づく公共部門の効率性の

向上。 

現代の経済環境における市民と企業の流動性と競争力を確保する。 

行政サービス提供時に起こりうる汚職リスクの排除、投資促進、ビジネス環境、国の競

争力の向上。 

情報社会の発展を推進する。 

2018年 8 月 22日、政府は「2018年から 2020年までの電子政府発展構想の実施に向

けた行動計画」を採択しました。この文書では、2020 年まで電子政府を確実に発展させ

るために、国家機関が行うべき具体的な活動が説明されました。 

この行動計画は、3つの主要な取り組みに焦点を当てています。 

1. 電子サービスの近代化と、国家機関、市民、企業間の電子的相互作用の発展。 

2. 情報技術による行政の近代化 

3. 電子政府開発の管理。実施により、公共部門の効率化、e サービス提供システムの

改善、投資促進 

2018 年 12 月 18 日、ウクライナ閣僚委員会は「2018 年から 2020 年までのオープンガ

バメントパートナーシップ構想実施に関するアクションプラン」を採択しました。この詳細

な計画は、同国の透明性を高めるのに役立つものです。 

この文書では、開発活動の透明性を確保するようにオープンな情報の最良の国際基準

の採用（CoST）、公共調達の分野における国家管理の透明性と効率性の強化、最終受

益者に関する情報の検証メカニズムの実装など、詳細な実施活動が示されています。 

政府は、もう一つの取り組みである「国際オープンデータ憲章の原則の実施に関する

行動計画」を承認しました。2016 年に国際オープンデータ憲章に参加したウクライナは、

憲章の原則、特にオープンガバメントデータの原則を実施することにコミットしました。こ

れにより、ウクライナにおけるオープンデータの効率的な発展、市民の情報へのアクセ

ス権、国家機関の透明性と開放性、そして新しいイノベーションの推進が確保されるこ

とになります。 

2018年 7月、政府は「ウクライナのサイバーセキュリティ戦略の実施に関する行動計画」

を承認しました。この計画では、サイバーセキュリティ分野における法的枠組みの確保、

国家サイバーセキュリティシステムの技術的要素の開発、ウクライナの国際パートナー

https://zakon.rada.gov.ua/laws/show/67-2018-%D1%80#Text
https://zakon.rada.gov.ua/laws/show/67-2018-%D1%80#Text
https://en.wikipedia.org/wiki/Open_Government_Partnership
https://en.wikipedia.org/wiki/Open_Government_Partnership
https://www.promoteukraine.org/new-cybersecurity-strategy-how-will-ukraine-defend-itself-in-cyberspace/
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との関係確立、サイバーセキュリティに関する人材育成プロセスの確立など、18 の分野

でサイバーセキュリティの取り組みを実施しました。 

State Agency for eGovernance は、マッピングレポート「State Electronic Information 

Resources」を発表しました。このレポートでは、ウクライナのベースレジストリの現状と

展望が示されています。この報告書によると、ウクライナには 40 以上の国家機関が所

有する 135 以上の国家情報資源（レジストリ）が存在することが判明しました。分析対

象となった 23 のレジストリを基に計算したところ、国は各レジストリの維持に年間平均

2100 万ウアフ（約 713 千ユーロ）を費やしていました。報告書では、基本レジストリの相

互接続と適切な識別子の不足（国民へのデジタル ID 番号の配布レベルが低いこと、既

存の国家レジストリに識別子がないこと）との間の問題が強調されています。報告書に

は、改善のための推奨事項が記載されています。 

 

Ukrainian Artificial Intelligence Strategy 

政府は、2019 年の優先行動の一環として、欧州委員会の「メイド・イン・ヨーロッパ」イニ

シアティブに基づくウクライナの人工知能戦略の策定を電子行政庁に委任しました。 

 

DG インフラ 

現在、合計 125 の e サービスが閣僚ポータルから利用可能です。これらのサービスは、

国民と企業の両方がアクセス可能です。これらは、医療、教育、財政・税制、交通、起業

などのカテゴリーに分けられています。 

State Portal of Administrative Services は、ウクライナに存在する 1200以上の行政サ

ービスに関する情報を提供しています。その主な目的は、オフラインで受けられる行政

サービス、これらのサービスを受けるために必要な書類、これらのサービスを受けられ

るセンターに関する包括的な情報を提供することである。また、サービス提供のプロセ

スを簡素化するために、行政サービスセンターの地図も含まれています。 

2018 年 9 月 7 日に開設されたオープンデータポータルは、イノベーション、ビジネスプ

ロジェクト、説明責任、公的監督、研究などの目的でオープンデータへのアクセスを提

供するために設計されました。最新版では、Comprehensive Knowledge Archive 

Network（CKAN）を使用した新しいプラットフォームが開発されました。CKAN は、Unified 

Open Data Portal のために、以前の DKAN プラットフォームに取って代わりました。現

在、7 142 のデータセットが利用可能です。2018 年 10 月 15 日から、欧州オープンデー

タポータルは、ウクライナのオープンデータポータルからオープンデータセットを採取す

るようになりました。ポータルの所有者は、ウクライナの eGovernance のための国家機

関であります。 

eData は、公共予算からの支出に関する情報を明らかにし、透明な予算という考えを実

行する全国的なポータルサイトです。このプロジェクトの目的は、財政の完全な透明性

と国民の情報へのアクセス権を保証するオープンリソースを作成することです。 

National Telecommunications Network 

https://www.linkedin.com/company/egovernanceukraine/
https://www.state.gov/countries-areas/ukraine/
https://www.state.gov/countries-areas/ukraine/
https://www.research.va.gov/naii/VA_AI%20Strategy_V2-508.pdf
https://archives.gov.ua/en/administrative-services/
https://www.opengovpartnership.org/members/ukraine/commitments/UA0070/
https://ckan.org/blog/in-solidarity-with-our-ukrainian-colleagues
https://ckan.org/blog/in-solidarity-with-our-ukrainian-colleagues
https://www.facebook.com/edata.com.ua/
https://www.nationaltelecom.net/services/
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サイバーセキュリティ戦略実施の一環として、ウクライナ政府は国家通信ネットワークと

国家機関のための保護されたデータセンターの整備を計画しています。このネットワー

クは、サイバー攻撃から保護された単一の電気通信ネットワークです。その目的は、国

家情報資源の処理とセキュリティを保護することです。保護されたデータセンターは、ま

ず安全保障、防衛、金融、エネルギー、運輸の各分野向けに開発されました。 

 

Data Exchange（情報交換） 

Electronic Court 

電子裁判所は、単一裁判所情報通信システムのサービスの一つで、法的手続きに携

わる参加者間で電子文書を交換するものである。請求書やその他の手続き書類を電子

的に提出し、裁判所の決定を受ける機会を提供する。利用者の登録と認証は、電子デ

ジタル署名によって行うことができます。 

 

National Interaction system TREMBITA 

2018年、国家間インタラクションシステム TREMBITAが完成しました。 

 

The Electronic Interoperability System for Public Agencies 

公共機関向け電子相互運用システム（EISPA version 2）は、電子文書や紙文書のコピ

ーを電子デジタル署名を使って作成、送信、転送、処理、使用、保存するプロセスを自

動化し、閣僚命令、決議、その他の文書の執行を追跡するために設計されました。この

システムの目的は、国家機関の組織文書を電子デジタル署名を使用して電子フォーマ

ットで登録、分析、処理する単一情報空間を構築し、経営判断の質と効率を向上させ、

電子文書管理への移行による国家予算の経費を削減することであります。 

 

Customs Single Window（関税の単一窓口） 

国家財政サービス改革の一環として、電子システム「Customs Single Window」が開始さ

れました。このデータベースにより、税関はウクライナの州境を越えて移動する商品に

関する情報を交換することができます。 

 

eID and Trust Services 

National Identification System 

id.gov.ua は、さまざまなオンラインサービスのユーザーの個人識別の手続きを保証する

国家識別システムです。電子デジタル署名、銀行 ID、モバイル ID など、あらゆる電子

的な本人確認ツールが統合されています。。ウクライナの 3 大携帯電話会社は、すで

に Mobile IDの提供を開始しています。 

 

 

 

file://///192.168.0.201/share/LS510/0.DG/2022/DG-49（ウクライナ）/送信/Electronic%20Court
https://en.wikipedia.org/wiki/Trembita
https://ega.ee/news/ega-procure-interoperability-tools-based-ukraine-trembita-system/#:~:text=The%20Trembita%20system%20is%20used%20for%20the%20electronic,%E2%80%9C%20Interoperability%2C%20e-Services%20and%20Cyber%20%E2%80%8B%E2%80%8BSecurity%20%28EU4DigitalUA%29%20%E2%80%9C.
https://www.ukrinform.net/rubric-economy/2065422-single-window-system-launched-at-ukrainian-customs.html#:~:text=Single%20Window%20system%20launched%20at%20Ukrainian%20customs%2011.08.2016,press%20service%20of%20the%20Head%20of%20State%20reported.
https://www.digicert.com/jp/faq/signature-trust/what-is-eidas
https://www.liquisearch.com/national_identification_number/ukraine
https://id.gov.ua/
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電子調達 

ProZorro は、公共調達（入札）へのオープンアクセスを確保するオンライン公共調達プ

ラットフォームおよびコラボレーション環境です。 

監視プラットフォーム DOZORRO は、ユーザーがあらゆる調達手順や入札などに関す

るフィードバックを提供できる、国の公共調達監視ポータルサイトです 

ProZorro Sale は、国有財産や公共財の売却を透明かつ迅速、効果的に行うためのシ

ステムです。この情報システムは、教育データの収集、登録、処理、保存、保護を行う。

教育法によると、教育機関登録、教育文書登録、独立外部評価証明書登録、学生証登

録の 4 つの登録が含まれている。このシステムを通じて、ユーザーは自分の卒業証書

や学歴証明書の有効性、身分証明書の有効性を確認することができます。 

 

eHealth Information System は、患者が医療機関から質の高い医療支援を受け、国家

予算の効率性をモニターするための情報システムです。 

2018 年度、国家電子政府庁は「国家レジストリ（RoR）」を開発し、提供を開始しました。

この情報システムは、州のレジストリおよび情報システムに関する情報の登録、蓄積、

処理、分析、保存のために設計されました。 

 

Digital Government Services for Citizens 

市民向けサービスのグループは以下の通りです。 

- 旅行 

- 仕事と退職 

- 自動車 

- 在留手続き 

- 教育・青少年 

- 健康 

- 家庭 

- 消費者 

Digital Government Services for Businesses 

企業向けサービスのグループは、以下の通りです。 

- 事業の運営 

- 課税 

- EU圏内での販売 

- 人的資源 

- 製品に関する要件 

- 資金調達と資金繰り 

- 顧客との取引 

 

 

https://prozorro.gov.ua/en
https://www.facebook.com/dozorro.org/
https://prozorro.gov.ua/en
https://www.rti.org/event/ukraine-ehealth-working-towards-health-sector-reform-fireside-chat
https://register.openownership.org/data_sources/ua-edr-register
https://g3ict.org/index.php?p=headlines/ukraine-ministry-of-digital-transformation-initiates-research-on-digital-accessibility
https://ukraine.ua/invest-trade/digitalization/
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3.戦略 2：デジタルガバンメント体制づくりの評価  

開発方針のチェック 2020 

国連 E-Government Survey （E-Government Development Index） 

193 ヶ国中 69位、トップグループ(HEGDI) 

3つの指標値（世界のトップ国を 1.0000 として）： 

①OSI（Online Service Index）オンラインサービス指標：0.8588→国連事務局独自の調

査と各国からのアンケート回答に基づき算出 

②HCI（Human Capital Index）人材指標：0.9001→UNESCO（国際連合教育科学文化機

関）のデータより算出 

③TII（Telecommunications Infrastructure Index）通信基盤：0.8005 

 

  
第１表 ウクライナの指標 

 

 

   図 2  国連のＤＧ評価 

 

4.戦略 3：オープンデータの活用を図る  

ACTION PLAN for the Implementation of the Open Government Partnership Initiative, 

2021–2022 

一般規定 

General Provisions 

https://publicadministration.un.org/egovkb/en-us/Data/Country-Information/id/184-United-States-of-America
https://www.malaysia.gov.my/portal/content/30577
https://en.wikipedia.org/wiki/Human_Capital_Index
https://publicadministration.un.org/egovkb/en-us/about/methodology
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf#:~:text=APPROVED%20by%20the%20Cabinet%20of%20Ministers%20of%20Ukraine,and%20accountability%20regarding%20the%20activities%20of%20public%20authorities.
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf#:~:text=APPROVED%20by%20the%20Cabinet%20of%20Ministers%20of%20Ukraine,and%20accountability%20regarding%20the%20activities%20of%20public%20authorities.
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オープンガバメントパートナーシップイニシアティブは、ウクライナですでに 9 年以上実施

されており、公的機関の活動に関する市民参加、情報へのアクセス、透明性、説明責任

のためのメカニズム開発に大きな影響を与えています。また、オープンガバメントパートナ

ーシップイニシアティブは、ウクライナの閣僚と市民社会機関の間の協力に関する新しい

基準を策定することを可能にし、彼らはオープンガバメントの改善を目的とした監視・評価

措置の計画・実施において政府とパートナー関係を結んでいます。 

SARS-CoV-2 コロナウイルスによる COVID-19 の大流行がウクライナの社会・経済活動

の全領域に深刻な影響を与えた中で、オープンガバメントパートナーシップ構想の下、新

しい義務の計画が続けられています。このため、検疫の制限や社会的相互作用のルー

ルの変化を考慮しなければなり、オープンなガバナンスの仕組みを導入するための新た

な課題が発生しました。 

上記の課題に対応するため、ウクライナ閣僚会議は、公共生活の主要部門と領域のデジ

タル化の確保、高品質で便利な公共サービスへの国民アクセスの提供、電子民主主義と

オープンデータのための手段の開発を優先課題として指定しました。 

 

オープンガバメントパートナーシップイニシアティブ実施におけるウクライナの成果  

ウクライナ内閣は、市民社会機関の協力を得て、オープンガバメントパートナーシップイニ

シアティブを実施するための 4つのアクションプランを策定し、実行に移しました。 

これらのアクションプランの実施により、特に以下のことが可能になりました。 

・共産主義全体主義政権の抑圧機関の 1917年から 1991年までのアーカイブへのアクセ

スを確保する。 

・オープンデータの形で公共情報へのアクセスを許可することを導入し、電子形式で提供

される公共サービスの範囲を拡大する。 

・公的資金の使用に関する情報へのアクセスを確保する。具体的には、公的資金の使用

に関するデータを含む統一ウェブポータル「国際金融機関が支援するウクライナの経済・

社会開発プロジェクトの登録」を通じて行う。 

・国や地方自治体のために職務を遂行する権限を持つ人物の申告書を提出・公開するた

めの電子システムを導入する。 

・国民に電子請願・陳情書を提出する機会を提供する。 

・公共調達の透明性を高めるための前提条件を整備し、特に公共調達の電子システム

「ProZorro」を導入する。 

・国際基準である Extractive Industries Transparency Initiative と Infrastructure 

Transparency Initiative の導入を開始する。 

・犯罪収益の合法化（ロンダリング）防止のための前提条件を整備し、特に、最終的な受

益者情報の検証を開始する。 

・国有企業の非中核資産や国有財産のリース権を売却するための電子オークションを導

入し、公共資産の売却時に汚職が発生する機会を減少させる。 

https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://ja.wikipedia.org/wiki/SARS%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%AB%E3%82%B92
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://prozorro.gov.ua/en
https://eiti.org/documents/ukraine-validation-2020
https://infrastructuretransparency.org/news_category/cost-ukraine/
https://infrastructuretransparency.org/news_category/cost-ukraine/
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・裁判所の判決や他の当局（役人）の決定を執行する過程で得た財産の売却のための電

子入札を手配し、開催するための透明で競争的な条件を作る。 

・関連するオンラインサービスを通じて、学歴証明書の有効性をチェックする機会を確保

する。 

このアクションプランでは、意思決定への市民参加の促進、男女の権利と機会の平等、イ

ンフラ、採取産業、財政管理、公的資産における透明性と説明責任の強化、障害者のデ

ジタルアクセスの確保を目的とした、多くの新しい義務を定める。 

 

このアクションプランは、ウクライナ閣僚会議事務局、行政当局、市民社会機関の共同の

努力の成果です。 

2020 年 2 月、このアクションプランの提案募集を開始する告知がなされました。2030 年

の持続可能な開発目標に関する国連総会決議とオープンガバメントパートナーシップイニ

シアティブの 4 つの主要原則（情報公開、意思決定への市民参加の促進、公的機関の説

明責任の確保、透明性と説明責任の確保のための技術と革新の開発）に合致する提案

を募集した。提案の募集は、2020年 7月末まで行われました。 

4つの原則 

1.公共情報へのアクセスを確保する。 

2.意思決定への市民参加を促進する。 

3.公的機関の説明責任を確保する。 

4.透明性と説明責任を確保するための技術やイノベーションの開発）。 

提案の募集は、2020年 7月末まで行われました。 

SARS-CoV-2 コロナウイルスによる COVID-19 の世界的流行により、アクションプランの

策定方法に調整が必要となり、オンラインでの文書起草が行われました。オンラインでの

議論に移行した結果、市民社会機関や専門家コミュニティ、特に地域からより多くのステ

ークホルダーが参加し、アクションプランに貢献することができました。 

 

5.戦略 4：膨大な政府のすべての定型データをＡＩで活用する  

Ukraine’s roadmap to an artificial intelligence future 

Vitaliy Goncharuk January 19, 2021 

開発戦略に対する最初の反応は心強いもので、産業界からの大きな反発はほとんど見ら

れませんでした。近年、野心的だが結局は非現実的なウクライナの改革ロードマップが多

い中、最近採択された AI 開発戦略は、民間企業で実世界に直接適用できる経験を持つ

専門家コミュニティによるものであります。このイニシアティブの背後にいる多くの人々は、

ウクライナで繁栄する AI エコシステムを育成することを目標に、2013 年に初めて協力し始

めた業界の専門家の非公式なグループに以前から参加していました。 

ウクライナは AI の優位性を優先的に発展させるべきであるという大前提に疑問を持つ人

はほとんどいないでしょう。 

https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf#:~:text=APPROVED%20by%20the%20Cabinet%20of%20Ministers%20of%20Ukraine,and%20accountability%20regarding%20the%20activities%20of%20public%20authorities.
https://www.bing.com/search?q=secretariat+of+the+cabinet+of+ministers+of+ukraine%2C&cvid=fa6e47e5b39846399b5ed22c49144149&aqs=edge.0.69i59i450l8...8.99446j0j4&FORM=ANAB01&PC=NMTS
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf#:~:text=APPROVED%20by%20the%20Cabinet%20of%20Ministers%20of%20Ukraine,and%20accountability%20regarding%20the%20activities%20of%20public%20authorities.
https://sdgs.un.org/2030agenda
https://sdgs.un.org/2030agenda
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/wp-content/uploads/2021/03/Ukraine_Action-Plan_2020-2022_EN.pdf
https://www.opengovpartnership.org/stories/how-about-defining-open-government-principles/
https://www.opengovpartnership.org/stories/how-about-defining-open-government-principles/
https://ja.wikipedia.org/wiki/SARS%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%AB%E3%82%B92
https://www.atlanticcouncil.org/blogs/ukrainealert/ukraines-roadmap-to-an-artificial-intelligence-future/#:~:text=Ukraine%20has%20recently%20adopted%20a%20National%20AI%20Development,calling%20card%20for%20the%20country%E2%80%99s%20booming%20tech%20sector.
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4lsl 

2020 年オックスフォード政府 AI レディネス・インデックスによると、ポーランドの 110 社

に対し、ウクライナは現在 150 社の公認プロバイダーを抱え、東ヨーロッパでナンバー

ワンの人工知能プロバイダーとなっています。154 ヶ国中 57 位。これは、拡大するため

の強力な基盤を示しています。しかし、多くの観測筋は、今後 10 年間に予想される AI

産業内の進歩は、現在の開発レベルを急速に凌駕すると考えています。中期的には、

21 世紀半ばの国家間競争の中心に AI が据えられ、ウクライナの成功は、同国が現在

持つ相当な AIポテンシャルを生かせるかどうかにかかっていると言えるでしょう。 

ウクライナの新しい開発戦略は、国の発展のあらゆる側面に AI 技術を埋め込むことを

目的としています。この戦略では、次世代のウクライナのハイテク企業に、国を前進させ

るために必要な AI の才能と適格な人的資本を提供するために、教育システムを改革す

ることを目的としています。また、ウクライナ経済全体への AI 技術の導入を加速させ、

重工業から農業まで幅広い分野の国際競争力を保護することも目指しています。 

ウクライナ、ユーラシア劇場の新たな担い手へ：Blair A. Ruble on May 16, 2022 

ユーラシアセンターのイベント 

 

6. 戦略 5：政府のサービスやミッションがいつでもどこでも使える 5G 

AI と対話する社会基盤を構築する 

5G Action plan 

5G 行動計画は、EU 全域のすべての市民と企業にとって 5G を現実のものとするための

戦略的イニシアティブです。 

5G のような超大容量ネットワークは、欧州が世界市場で競争するための重要な資産とな

り、5G による携帯電話会社の収益は、2025 年までに世界で年間 2250 億ユーロに達す

ると予想されています。欧州委員会（EU）は 2016 年 9 月、欧州全域での 5G インフラとサ

ービスの展開に向けた EUの取り組みを後押しする計画を発表しました。この行動計画は、

EU における 5G インフラに関する官民の投資について明確なロードマップを定めたもので

す。そのために、欧州委員会は以下の施策を提案しています。 

- EU 加盟国全体で協調して 5G を導入するためのロードマップと優先順位を合わせ、

2018 年までにネットワークの早期導入を目指し、遅くとも 2020 年末までに大規模な商用

導入に移行させる。 

https://www.oxfordinsights.com/government-ai-readiness-index-2020
https://www.wilsoncenter.org/blog-post/ukraine-eurasian-theaters-new-leader
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/5g-action-plan
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E9%80%A3%E5%90%88
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E5%A7%94%E5%93%A1%E4%BC%9A
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E9%80%A3%E5%90%88
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
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- 2019 年の世界無線通信会議（WRC-19）に先立ち、5G のための暫定的な周波数帯を

利用可能にし、できるだけ早く追加帯で補完し、6GHz 以上の特定の 5G 周波数帯の認可

のための推奨アプローチに向けて作業する。 

- 主要都市部や主要交通路における早期展開を促進する。 

- 技術革新を完全なビジネスソリューションに転換する触媒として、汎欧州的なマルチス

テークホルダー試験を促進する。 

- 5G ベースのイノベーションを支援するために、業界主導のベンチャーファンドの実施を

促進する。 

- グローバルスタンダードの推進に向け、主要なアクターを結束させる。 

EU の 5G 官民パートナーシップ（5G-PPP）は、他の地域と比較して、現在の研究段階に

おいて欧州を明らかに最前線に立たせています。新欧州電子通信規約と 5G 行動計画は

密接に関連しており、いずれも欧州産業の競争力育成を目的としています。両者とも 5G

ネットワークの展開と利用を支援します。特に、無線周波数のタイムリーな割り当てと利

用可能性、スモールセルの展開に対するより有利な条件、特定のサービスの展開を妨げ

る分野別の問題、投資インセンティブ、有利な枠組み条件に関して、また、最近採択され

たオープンインターネットに関する規則は 5G アプリケーションの展開に関して法的確実

性を与えることになります。 

5Gの応用 

- ギガビット速度で提供される無線ブロードバンド・サービスによる産業変革。 

5G は、毎秒 10 ギガビットをはるかに超えるデータ接続、5 ミリ秒以下の遅延、利用可能

なあらゆる無線リソース（Wi-Fi から 4G まで）を活用する能力、および同時に接続された

数百万のデバイスを処理する能力を提供します。 

- デバイスとオブジェクトを接続する新しいタイプのアプリケーション（モノのインターネット）

のサポートと、ソフトウェアの仮想化により、複数のセクター（例：輸送、健康、製造、物流、

エネルギー、メディアとエンターテインメント）にまたがる革新的なビジネスモデルを可能に

します。 

- バーチャルリアリティによる遠隔コラボレーションから、オンラインヘルスモニタリング、コ

ネクテッドカー、さらにはドローン配送や自動運転まで、経済や社会にとって重要な、新し

い広範なモバイルバーチャルサービスの可能性を切り開きます。 

-バーチャルリアリティによる遠隔コラボレーションから、オンライン健康管理、コネクテッド

カー、さらにはドローン配送や自動運転まで、経済や社会にとって重要な、新しい広範な

モバイルバーチャルサービスの可能性を切り開くものです。 

 

6Gに向けた取り組み 

6G においては、5G の各特長を高度化させるとともに、エネルギー効率の向上等が目標

とされています（最高伝送速度：10Gbps⇒100Gbps、低遅延：1 ミリ秒程度⇒1 ミリ秒未満、

多数同時接続：1 ㎢当たり 100 万台⇒1,000 万台等）。国際電気通信連合（ITU）が 2019

年 5月に公表したホワイトペーパー（Network 2030 Vision）では、6Gでクリティカルなアプ

https://www.soumu.go.jp/main_content/000670379.pdf
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
https://www.sbbit.jp/article/cont1/33874
https://5g-ppp.eu/
https://wired.jp/2002/05/31/%E6%AC%A7%E5%B7%9E%E3%81%AE%E6%96%B0%E9%80%9A%E4%BF%A1%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E6%B3%95%E3%81%A7%E6%87%B8%E5%BF%B5%E3%81%95%E3%82%8C%E3%82%8B%E3%83%97%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%90%E3%82%B7%E3%83%BC%E4%BE%B5/
https://5g-ppp.eu/roadmaps/
https://www.icr.co.jp/newsletter/wtr372-2020330-ishimizu.html
https://www.icr.co.jp/newsletter/wtr372-2020330-ishimizu.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page22_000757.html
https://jpn.nec.com/nsp/5g/beyond5g/pdf/NEC_B5G_WhitePaper_1.0.pdf
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リケーションにもワイヤレスが活用されるようになり、遠隔ホログラフィックプレゼンス、感

覚通信（触覚、嗅覚、味覚）、デジタルツイン、自動運転、工場自動化等の実現が期待さ

れています。 

6G visions 

産業界からの講演者は、6G 技術がギガビットからテラビットへの性能の次のステップアッ

プと、サブミリ秒の応答時間への到達につながることを強調しました。これにより、リアル

タイムの自動化や拡張現実感（"Internet of Senses"）などの新しい重要なアプリケーショ

ンが実現し、物理世界のデジタルツインのためのデータを収集・提供することができるよう

になります。 

このような新しいアプリケーションや技術は、欧州の関係者に新しい市場を開拓する戦略

的機会を提供し、例えば 6G 用マイクロチップや次世代クラウド技術などの分野で、主要

技術企業の地位を確立することになろう。The internet of senses 

さらに、6G は、トラフィックの大幅な増加に対応するために、接続インフラのエネルギー効

率を飛躍的に高めるように設計される。これらの技術は、人間中心のサービスの基盤とな

り、経済のグリーン化やデジタルインクルージョンのサポートなど、持続可能な開発目標

（SDGs）に対応するものです。 

 

7.戦略 6：Covid-19 に対応 

コロナの緊急事態（テレワーク）が AI との共生社会を促進する 

COVID-19に対するウクライナの戦略 

世界が平和と休息を見いだしてからしばらく経ちました。COVID-19 の流行は、ウイルス

自体だけでなく、マスク、消毒剤、そして「ホームオフィス」の新時代も私たちにもたらしまし

た。各国は、企業だけでなく、この新しい現実のために戦略と政策を修正することを急い

でおり、世界の他の国々と同様に、ウクライナも COVID-19 と戦うための措置を講じてい

ます。 

パンデミックが始まって以来、ウクライナはいくつかの方法でこの病気をコントロールしよ

うとしました:完全な封鎖、ゾーニング、適応検疫の実施。各ステップには、独自の利点と

問題がありました。試行錯誤の方法は、ロックダウンがウイルスを封じ込めるための最も

効果的な方法であることを証明しましたが、非常に効果的であるにもかかわらず、そのよ

うな行動は国民経済と貿易に非常に有害でした。 

11 月 13 日、ウクライナ内閣は、ウイルス拡散に対する新しい有用なステップとして、食料

品店や薬局などの必要不可欠な店舗のみが営業を続ける「週末の検疫」を導入しました。

このような抗流行制限は、2020 年 11 月 30 日まで続きます。一般的に、制限は物理的な

人と法人の両方に直面します。厳しい封鎖の代わりに、ウクライナは特別な週末検疫措

置を実施しました。 

 バー、レストラン、カフェはテイクアウトポイントとしてのみご利用いただけます。 

 すべての大規模なイベントや娯楽施設は禁止されています。 

https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/news/europe-sets-out-6g-vision-mobile-world-congress-barcelona
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/news/18/06699/
https://www.ericsson.com/en/reports-and-papers/consumerlab/reports/10-hot-consumer-trends-2030
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html
https://eurofast.eu/2020/11/23/ukraines-strategy-against-covid-19/?utm_source=Mondaq&utm_medium=syndication&utm_campaign=LinkedIn-integration
https://www.kmu.gov.ua/en/news/uryad-zaprovadiv-karantin-vihidnogo-dnya-onovleno
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 ショッピングモール、スポーツホール、フィットネスセンター、プールは閉鎖されたま

まになります。 

 銀行、郵便事業者、ガソリンスタンド、食料品店、家庭用店、薬局店は通常通り営

業することが許可されています。 

あなたやあなたのビジネスが新しい基準に備える方法、またはあなたの潜在的な行動に

ついて話し合う方法の詳細については、kyiv@eurofast.eu のキエフ税務法務部にお問い

合わせください。覚えておいてください、Eurofast はあなたのあらゆるステップをサポート

するためにここにいます。今すぐコンサルタントに連絡して、個人的な計画、サポート、ガ

イダンスを入手してください! 

Eurofast は、南東ヨーロッパと中東の 23 以上の都市(SEEME)で地元のアドバイザーを雇

用する地域ビジネスアドバイザリー組織です。この組織は、南東ヨーロッパと中東でプロフ

ェッショナルなサービスを探している投資家や企業のためのワンストップショップとしてユ

ニークな位置付けをしています 

 

https://eurofast.eu/2020/11/23/ukraines-strategy-against-covid-19/kyiv@eurofast.eu
https://eurofast.eu/
https://eurofast.eu/

